
H31. 3.22 16:53 作成

（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債等
事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金
立木竹 損失補償等引当金
建物 その他
建物減価償却累計額 流動負債
工作物 1年内償還予定地方債等
工作物減価償却累計額 未払金
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金
航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他
その他
その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）
土地 他団体出資等分
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品
物品減価償却累計額

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金

有価証券
出資金
その他

長期延滞債権
長期貸付金
基金

減債基金
その他

その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金

財政調整基金
減債基金

棚卸資産
その他
徴収不能引当金

繰延資産

△ 3,878

純資産合計 152,351,622

資産合計 負債及び純資産合計 284,267,685

4,719,372

－

548,823

344,164

－

284,267,685

1,868,982

476

4,719,372

0

23,147,486

15,669,547

△ 74,220

53,959

6,324,350

33,242

6,291,108

16,928,163

9,855,331

6,435

9,848,896

－

768,743

9,963,295

23,799

9,939,496

2,354,824

12,125,000

△ 7,875,851

△ 44,975,772

16,527

△ 5,622

3,812,430

△ 1,521,707

131,600,118

57,481 270,924,573

134,810,336 △ 119,178,048

43,529,538 605,097

－ 1,266

310,544 負債合計 131,916,063

△ 138,568

－ 2,143

－ 545,537

－ 2,002,008

△ 1,403,003 2,948,413

－ －

－ 368,836

67,916,898 37,344,632

△ 27,092,804 11,388,081

2,860,920 5,519,877

95,169,255 1,687,889

52,657,787 7,718,216

－ －

261,120,199 120,527,982

234,228,740 73,777,246

【様式第１号】

貸借対照表(連結)

科目 金額 科目 金額

                      (平成３０年  ３月３１日現在)



H31. 3.22 16:53 作成

（単位：千円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

1,573

409,174

△ 87,927,132

406,080

－

296,825

－

109,255

410,747

△ 87,931,799

1,624,723

976,618

29,928

752,024

59,634,816

49,276,575

9,956,396

401,845

8,548,539

6,545,365

2,003,174

1,443,969

96,480,338

36,845,522

9,853,490

8,986,711

541,941

22,596

302,242

25,367,309

16,378,281

1,996,018

5,549,042

【様式第２号】

行政コスト計算書(連結)
                       自  平成２９年  ４月　１日
                       至  平成３０年  ３月３１日

科目 金額



H31. 3.22 16:53 作成

（単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 267,312,894 △ 114,261,672 528,956

純行政コスト（△） △ 87,927,132

財源 88,672,663 9,853

税収等 60,867,441 －

国県等補助金 27,805,222 9,853

本年度差額 745,530 9,853

固定資産等の変動（内部変動） 3,658,909 △ 3,658,909

有形固定資産等の増加 7,434,427 △ 7,434,427

有形固定資産等の減少 △ 7,112,241 7,112,241

貸付金・基金等の増加 3,519,022 △ 3,519,022

貸付金・基金等の減少 △ 182,299 182,299

資産評価差額 1,368

無償所管換等 △ 511,114

他団体出資等分の増加 －

他団体出資等分の減少 －

比例連結割合変更に伴う差額 66,287

その他 462,515 △ 2,002,997

本年度純資産変動額 3,611,678 △ 4,916,376 76,141

本年度末純資産残高 270,924,573 △ 119,178,048 605,097152,351,622

△ 511,114

－

－

66,287

△ 1,540,482

△ 1,228,557

1,368

153,580,179

△ 87,927,132

88,682,516

60,867,441

27,815,075

755,384

【様式第３号】

純資産変動計算書(連結)
                                自  平成２９年  ４月　１日

                                至  平成３０年  ３月３１日

科目 合計



H31. 3.22 16:53 作成

（単位：千円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債等償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債等発行収入
その他の収入

財務活動収支

比例連結割合に伴う差額

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高 15,669,547

△ 130,037
本年度資金収支額 1,340,945
前年度末資金残高 12,281,302

46,510
本年度末資金残高 13,668,758

3,876,493
△ 1,875,703

2,000,790

－

101,580
5,116

835,182
1,061,166

△ 4,305,418

5,825,150
5,784,988

40,163
5,695,113
5,695,113

1,986,987

38,423
40,415

5,776,400

8,295,448
7,585,362

562,846
－

11,782
135,458

3,990,030

－

864,807
58,677,066
48,319,514
9,956,396

401,157
95,709,787
60,510,382
26,678,564
6,554,391
1,966,449

38,423

976,618

【様式第４号】

資金収支計算書(連結)
                     自  平成２９年  ４月　１日

                     至  平成３０年  ３月３１日

科目 金額

89,935,379

31,258,312
9,826,509

19,590,378



附属明細書
１．貸借対照表の内容に関する明細
（１）資産項目の明細
①有形固定資産の明細 （単位　千円）

前年度末残高
(A)

当年度増加額
(B)

当年度減少額
(C)

本年度末残高
(A)＋(B)－(C)

(D)

本年度末
減価償却累計額

(E)

本年度償却額
(F)

差引本年度末残高
(D)－(E)
(G)

122,889,471 4,128,031 3,213,872 123,803,630 28,634,375 1,684,071 95,169,255

52,707,603 1,741,715 1,791,530 52,657,788 0 0 52,657,787

0 0 0 0 0 0 0

66,144,539 1,958,046 185,686 67,916,899 27,092,804 1,568,547 40,824,094

2,550,758 310,162 0 2,860,920 1,403,004 85,193 1,457,917

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

249,915 60,629 0 310,544 138,568 30,331 171,976

1,236,656 57,480 1,236,656 57,480 0 0 57,481

177,607,345 4,608,158 902,065 181,313,438 46,503,101 3,072,025 134,810,336

43,287,406 284,214 42,081 43,529,539 0 0 43,529,538

3,809,339 8,871 5,780 3,812,430 1,521,708 82,119 2,290,723

127,925,304 3,764,627 89,812 131,600,119 44,975,772 2,988,874 86,624,346

15,383 1,144 0 16,527 5,622 1,031 10,905

2,569,913 549,302 764,392 2,354,823 0 0 2,354,824

12,032,181 342,789 249,970 12,125,000 7,875,850 479,990 4,249,149

312,528,997 9,078,978 4,365,907 317,242,068 83,013,326 5,236,086 234,228,740

インフラ資産

区分

事業用資産

土地

立木竹

建物

工作物

船舶

浮標等

航空機

その他

建設仮勘定

合計

土地

建物

工作物

その他

建設仮勘定

物品



連結財務書類に係る注記 

  

1 重要な会計方針  

(1)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法  

①有形固定資産･････････････････････････････取得原価  

      ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。  

      ア 昭和５９年度以前に取得したもの･･･････再調達原価  

         ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。  

      イ 昭和６０年度以後に取得したもの  

         取得原価が判明しているもの･･･････････取得原価         

         取得原価が不明なもの･････････････････再調達原価  

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としていま

す。  

   ②無形固定資産･････････････････････････････取得原価  

     ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。  

取得原価が判明しているもの･･･････････････取得原価  

取得原価が不明なもの･････････････････････再調達原価  

     なお、水道事業会計、下水道事業会計においては、原則、取得原価としています。 

(2)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法  

①満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法）  

②満期保有目的以外の有価証券  

ア 市場価格のあるもの････････････････････ 

会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）  

イ 市場価格のないもの･････････････････････取得原価（又は償却原価法（定額法））  

   ③出資金  

      ア 市場価格のあるもの･････････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定）  

イ 市場価格のないもの･････････････････････出資金額  

(3)棚卸資産の評価基準及び評価方法  

先入先出法による原価法 

(4)有形固定資産等の減価償却の方法  

①有形固定資産（リース資産を除きます。）･････定額法  

     なお、主な耐用年数は以下のとおりです。  

      建物    １５年～５０年  

      工作物  １０年～８０年  

      物品     ２年～３０年  



   ②無形固定資産（リース資産を除きます。）･･･････定額法  

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっ

ています。）  

   ③リース資産  

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリ

ース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が３００万円以下のファイナン

ス・リース取引を除きます。）･･････････  

                           自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法  

(5)引当金の計上基準及び算定方法  

①徴収不能引当金  

    未収金については、過去３年間の平均不納欠損率により（又は個別に回収可能性を検

討し）、徴収不能見込額を計上しています。 

     長期延滞債権については、過去３年間の平均不納欠損率により（又は個別に回収可能性

を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。  

     長期貸付金については、過去３年間の平均不納欠損率により（又は個別に回収可能性を

検討し）、徴収不能見込額を計上しています。  

  ②退職手当引当金  

    退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当

として支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち流

山市へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。 

③賞与等引当金  

     翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の

見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。  

(6)リース取引の処理方法  

   ①ファイナンス・リース取引  

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及び

リース契約１件あたりのリース料総額が３００万円以下のファイナンス・リース

取引を除きます。）･･･････････通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理 

イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引･･･････････ 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理  

   ②オペレーティング・リース取引 

     通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。   

(7)資金収支計算書における資金の範囲  

   現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物。 

   なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払

いを含んでいます。  



(8)消費税の会計処理 

  消費税の会計処理については、税込方式によっています 

  ただし、水道事業、下水道事業については、税抜方式によっています。 

(9)その他財務書類作成のための基本となる重要な事項  

①物品及びソフトウェアの計上基準  

物品については、取得価額又は見積価格が５０万円（美術品は３００万円）以上の場

合に資産として計上しています。 ソフトウェアについても物品の取扱いに準じてい

ます。 

 

２重要な会計方針の変更等 

該当ありません。 

 

３重要な後発事象  

  該当ありません。 

 

４偶発債務  

  (1)保証債務及び損失補償債務負担の状況 

 事項 限度額 

① 千葉県信用保証協会に中小企

業預託融資に対する損失補償 

千葉県信用保証協会が中小企業預託融資にお

いて代位弁済した額の２割以内に相当する額 

(2)係争中の訴訟等 

係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けている主なものは次のとおりです。 

 裁判所名 事件番号 事件名 

① 千葉地方

裁判所 

平成２６年（行ウ）第４６号

ないし第５７号 

生活保護変更決定処分取消請求事件 

 

５追加情報  

(1)連結対象団体（会計） 

 

 会計名 区分 連結方法 比例連結 

割合 

① 水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 ― 

② 下水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 ― 

③ 介護保険特別会計 地方公営企業会計 

以外の公営事業会計 

全部連結 ― 



④ 後期高齢者医療特別会計 地方公営企業会計 

以外の公営事業会計 

全部連結 ― 

⑤ 国民健康保険特別会計 地方公営企業会計 

以外の公営事業会計 

全部連結 ― 

⑥ 土地区画整理事業特別会計 地方公営企業会計 

以外の公営事業会計 

全部連結 ― 

⑦ 流山市土地開発公社 地 方 三 公 社 全部連結 ― 

⑧ 北千葉広域水道企業団 一 般 事 務 組 合 比例連結 ９.００％ 

⑨ 東葛中部地区総合開発事務

組合 
一 般 事 務 組 合 比例連結 ２５.４３％ 

⑩ 千葉県後期高齢者医療広域

連合 
広 域 連 合 比例連結 ２.９１％ 

⑪ 千葉県市町村総合事務組合 一 般 事 務 組 合 後述 

   

⑪千葉県市町村総合事務組合の連結について 

 千葉県市町村事務組合については、複数の事業を行っており、財務書類も事業毎に作

成されていることから、退職手当の支給事業を除き、下記の通り比例連結を行ってい

ます。 

 

事業名 比例連結割合 

一般会計（退職手当の支給事業を除く） １.８３％ 

千葉県自治研修センター特別会計 １.４１％ 

千葉県市町村交通災害共済特別会計 ８.６３％ 

 

なお、退職手当の支給事業につきましては、独自の庁舎など、退職手当目的の積立金

以外の重要な資産や退職手当に関連する債務以外の重要な債務を有していないこと、

構成団体間で同一の会計処理を行うよう千葉県市町村総合事務組合より要請がある

ことから、運用益相当額が構成団体に按分され、当該団体の持分相当に係る基金（そ

の他）及び退職手当支給準備金（連結貸借対照表上退職給付引当金として計上）を貸

借対照表上計上することで連結したとみなす処理を採用しています。 

 

(2)出納整理期間 

地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出

納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数と

しています。 

   なお、出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計との間で、出



納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調

整します。 

(3)表示単位未満の取り扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。  

(4)売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。  

      ア 範囲  

         平成３０年度予算において、財産収入として措置されている公共資産  

      イ 内訳   

事業用資産  ４３８，１０６千円（９３０,０４２百万円）  

土地        ４３８，１０６千円（９３０,０４２百万円）  

      平成３０年３月３１日時点における売却可能価額を記載しています。 

   上記の括弧内の金額は貸借対照表における帳簿価額を記載しています。 


